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事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

 

担当部署：経済基盤開発部運輸交通・情報通信第一課 

 

１．案件名  

イラク国港湾セクターにおけるマスタープラン策定プロジェクト 

２．協力概要 

（１）事業の目的 

 イラク共和国（以下、イラク）における経済成長に対応して港湾分野におけるマスタープランを策定するこ

とによりイラクにおける港湾開発の促進や管理運営の改善に寄与する。 

（２）調査期間  

2013 年 8月上旬～2015 年 1月下旬を予定（計約 18ヶ月） 

（３）総調査費用    約 3.0 億円  

（４）協力相手先機関  

主管官庁：運輸省(MOT: Ministry of Transport) 

実施機関：イラク港湾公社(GCPI：General Company for Ports of Iraq, Ministry of Transport)

等 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等） 

 調査対象とする分野：港湾分野 

対象地域：イラク南部における主要な港湾および港湾予定地（主にバスラ県：人口約１５０万人、面積約

19,000Km2、パイロット地域：ウンムカスル港・コール・アルズベール港等） 

裨益者：港湾関係者、イラク国民 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

 イラクは 2003 年のイラク戦争から 10年が経過、治安は大きく改善され、近年の経済成長が著しい。2006

年から 2010 年の経済成長率は年平均約4％であったのに対し、2011 年は 10％前後に達している。この傾向

は今後も続くと予想されており、2012 年～2016年にかけても同様の成長が見込まれている。また、運輸セ

クターにおいては、長年にわたる新規投資、維持管理不足等により、港湾や道路・鉄道といったすべての

分野において、機能が大幅に低下している状態である。このような継続的な成長が見込まれているにも拘

らず、運輸セクターの機能が大幅に低下している背景としては、長年にわたる戦争の影響等により、経済

発展の基盤を担う運輸セクターにおける開発・改善が遅れていることが挙げられる。これは、同セクター

に対する新規投資が不足していることや、維持・管理体制において改善の余地があること、そして今後の

開発方針が最近まで未策定であったことが原因として挙げられる。 

 このような背景の中、イラクでは 2010年に国家開発戦略（2010-2014 年）（National Development Strategy 

(Year 2010-2014)）を発表した。同戦略のうち、港湾に関しては、既存港湾施設及び航路の改修を実施す

ることにより、近隣諸国の港湾施設と比較して港湾取扱の利便性を向上させ、港湾取扱量を上げるといっ

た競争力を高めること等を開発の目標としている。この目標を受け、イラク運輸省では港湾分野の開発計

画を策定し、「１．ウンムカスル港とコール・アルズベール港の復興」、「２．定期的な浚渫や航路上・泊地

の沈船除去による安全運行の確保」、「３．港湾及び水路をより効率的かつ最大限に活用させるためのマス

タープランの策定」を提言した。開発計画のうち、上述の１及び２についてはＪＩＣＡの円借款が供与中

または供与される見込みである。一方、「３．港湾及び水路をより効率的かつ最大限に活用させるためのマ

スタープランの策定」については未着手であり、イラクにおける経済成長に対応した総合的な港湾のマス

タープランを策定し、港湾の開発の促進及び管理・運営の改善を図ることはイラクの発展に伴い、喫緊の

課題となっている。 

 そのため、本調査では、これまでの協力経緯及び成果を踏まえつつ総合的な港湾のマスタープランを策
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定することや港湾の開発の促進及び管理・運営の改善を図ることにより、イラクにおける経済成長に対応

させるものである。 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ  

 イラクでは、2010 年に国家開発戦略（2010-2014 年）（National Development Strategy (Year 2010-2014)）

を発表した。同戦略では、イラクにおける既存港湾施設及び航路の改修を行うことにより港湾の利便性が

強化し、効率性が高まり、その結果、近隣諸国の港湾に対する競争力が高まること等を開発の目標として

いる。そのような中、イラク政府からの要請により、港湾分野の開発計画の策定が必要とされている。 

（３）他国機関の関連事業との整合性  

 連合国暫定施政当局(CPA)は、沈船撤去の支援を実施し、国連開発計画（UNDP）は、航路浚渫をはじめと

し、ウンムカスル港における沈船撤去、航路標識リハビリ、アラブ港～ウンムカスル港における航路整備

を支援した。また、国際開発省(英国)(DfID)は航路標識の補修、部品調達、浚渫管理技術指導、水路調査

を支援し、米軍は空軍によるイラク沿岸警備基地を建設した。これらの支援は、いわゆるハードウェア面

における支援であるのに対し、本調査はこれらの成果を反映させた上での将来計画（ソフトウェア面）で

ある。 

 そのため、他国機関の関連事業と補完効果が見込まれ、整合性はあると言える。 

（４）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ 

 外務省「各国の国別援助方針」では、「国内外からの民間投資の促進と雇用の創出のため、電力、運輸、

通信、上下水道といった経済基礎インフラの整備を支援する。」と掲げられている他、ＪＩＣＡ援助方針で

は、「イラクの運輸システムは，道路，国際空港・主要国内空港，貨物港，石油ターミナル，及び鉄道から

なる。道路は，イラクの全貨物の大部分を担っている。また，特に主要港湾であるウンムカスル港の整備

は物流の改善という観点からの喫緊の課題となっている。」と掲げられている。 

 当案件の内容はこれらの内容と合致する。 

 

４．協力の枠組み 

（１）調査項目  

 （ａ） 現況に関する情報の収集及び分析の実施 

  1) 経済社会状況及び地域状況 

  2) イラクや中近東における既存の開発計画（分野としては地域、産業、農業、運輸交通等） 

  3) 港湾及び航路の開発・管理に係る政策、計画、規制等 

  4) 道路・鉄道・港湾そして航路の状況（管理運営、維持等を含む） 

  5) 港湾や航路の管理及び運営状況（イラク港湾公社(GCPI)及び人材の能力に関する事項も含む） 

  6) 港湾及び航路に係る貨物及び旅客の実態 

  7) 環境・社会面の法制度概要 

 （ｂ） 港湾セクターの開発及び管理に係る長期戦略の策定（2035 年を目標） 

  1) 将来の経済社会状況の枠組みの設定 

  2) イラクと中近東を結ぶ海運ネットワークのシナリオの分析 

  3) イラクにおける港湾貨物の需要予測 

  4) 港湾の開発・管理・運営に係る制度的な問題点の抽出 

  5) 将来のイラクにおける港湾及び航路の機能の定義、及び開発コンセプトの設定 

  6) 港湾開発・管理に係る長期戦略の提案（港湾間の役割分担、必要な設備や投資、資金計画、制度構築、

能力開発、民営化、市場開拓等を含む） 

 （ｃ） 主要港・航路の開発及び管理に係る長期計画の策定（2035 年を目標） 

  1) 主要港・航路を内陸部接続する陸上交通の調査 

  2) 主要港・航路における概略レイアウトプランの策定 

  3) 主要港・航路における重要プロジェクトの抽出 

  4) 重要プロジェクトの概略設計、概略積算及び経済評価の実施 

  5) 戦略的環境アセスメントの考え方に基づいた環境社会影響も含めた代替案の比較検討 

  6) 主要港湾の管理・運営の改善方策の策定 

 （ｄ） ウンムカッスル港、コール・アルズベール港の中期開発計画の検討（2025年を目標） 
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  1) ウンムカッスル港、コール・アルズベール港における詳細な需要予測の実施 

  2) ウンムカッスル港、コール・アルズベール港に関連した施設のレイアウトプランの策定 

  3) 重要プロジェクトの抽出 

  4) 重要プロジェクトの概略設計、概略積算及び経済評価の実施 

  5) 適切な組織、制度的枠組みを含めた実行計画の策定 

 （ｅ）プロジェクトの優先順位付けのための実現可能性検討(2025 年を目標)（プレフィージビリティ調査） 

  1) プレフィージビリティ調査を行う対象とする優先的なプロジェクトの抽出 

  2) 自然環境調査の追加調査の実施 

  3) 港湾設備及び関連施設のレイアウトプランの設計 

  4) 工事実施時に必要となる安全対策の検討 

  5) 官セクター・民セクターにおける投資・管理・運営上の役割の検討 

  6) 概略設計、積算および経済評価の実施 

  7) 適切な組織、制度的枠組みを含めた実行計画の策定 

 （ｆ） 港湾の管理及び運営の改善のための中期行動計画の策定（2025 年を目標） 

  1) 港湾管理体制の改善のための行動計画策定 

  2) 港湾開発体制の改善のための行動計画策定 

  3) 港湾運営体制の改善のための行動計画策定 

  4) GCPI の能力開発計画策定（GCPI訓練所の管理・運営体制のレビューを含む） 

 （ｇ）本プロジェクトに関連した技術協力 

 

（２）アウトプット（成果） 

 イラクにおける経済成長に対応した港湾分野におけるマスタープランを策定する。具体的な内容は以下

のとおり。 

 （ａ）2035 年をターゲットとした港湾セクターの開発及び管理にかかる長期戦略を策定する。 

 （ｂ）2025 年をターゲットとした主要港の中期開発計画・港湾の管理・運営改善のための中期行動計画

を策定する。 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  

（ａ）コンサルタント（分野／人数） 

   総括/港湾計画 /１名 

   経済分析 /１名 

   交通計画 /１名 

   海運及び航行安全 /１名 

   港湾政策・財政・管理 /１名 

   ターミナル運営 /１名 

   地域計画・産業計画 /１名 

   施設計画・設計・積算 /１名 

   自然条件/環境・社会配慮 /１名 

（ｂ）その他 

 なし 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標 

 イラク政府は策定されたマスタープランに基づいて、イラク港湾の開発促進及び管理運営を行い、それぞ

れの改善がなされる。 

（２）活用による達成目標 

 （１）の結果として、イラクにおける「港湾の取扱貨物量が増加」及び「港湾の荷役効率の向上」が達成

されることを目標とする。 

 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情 
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 (a)石油の生産、輸出施設整備の遅れ：イラクは政府歳入の約 9 割を石油セクターが担っていることから、石

油の生産、輸出の増加に向けた関連施設の整備が経済発展には不可欠である。これらの施設整備の遅延は、イ

ラクの経済活動の活発化を阻害することとなり、マスタープランにも影響を与えることとなる。 

 (b)政策的要因:政権交代など政府内部事情によってマスタープランが形骸化しない。開発政策の変更により港

毎の港湾開発の優先度が低下しない。 

 (c)行政的要因:行政機関間の調整の不備が起こらない。 

 (d)経済的要因:資金不足による整備不良港湾の増加、経済成長の停滞による将来需要予測と実績値との乖離が

ない。 

 (e)社会的要因:各流域人口の極端な増減･移動が発生しない。治安の悪化が起こらない。 

（２）関連プロジェクトの遅れ 

 (a)運輸セクターの社会基盤整備の遅れ 

 一般に港湾以外の運輸セクターの整備が遅れると、経済成長が阻害され、それに伴い交通量、貨物量の減少

も起こりうると言われる。そのため、イラク発展に伴う運輸セクターの社会基盤整備が遅れることはマスター

プランへも影響を与えることとなり留意が必要である。 

７． 貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）  

（１）環境社会配慮・貧困削除・社会開発 

（ａ）環境社会配慮 

①カテゴリ分類：B 

②カテゴリ分類の根拠 

 本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、セクター特性及び事業特性に

鑑みて、環境への望ましくない影響が重大でないと判断されるため、カテゴリ Bに該当する。 

③環境許認可：本調査で確認 

④汚染対策：本調査で確認 

⑤自然環境面：本調査で確認 

⑥社会環境面：本調査で確認 

⑦マスタープラン策定前・策定中の配慮 

 本マスタープランは、中期的な大規模な工事に直結する可能性があることから、「マスタープラン策定にあた

り、環境への影響について国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」に従った検討が必要である。 

（ｂ）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減 

 特になし 

（ｃ）その他 

 特になし 

 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）  

 運用開始後の円滑な運営・維持管理に関し、イラクの案件に関しては適正な運営・維持管理体制の確立が重

要であるとされているため、この点についてもマスタープラン策定の運用に沿った形での港湾の開発の促進及

び管理運営が適切になされていることに留意をする必要がある。 

 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  

 （ａ）活用の進捗度 

マスタープラン承認に向けたイラク国内での検討状況、アクションプラン実施に向けた予算編成状況 

 （ｂ）活用による達成目標の指標 

アクションプランに記載される事業の進捗率 

（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期  

 ・調査終了３年後 事後評価 

 ・必要に応じてフォローアップを行う。 

 

 


